
令和２年６月に公布した条例  

条例番号 条例名 制定改廃等の理由及び概要 所管課名 

第１９号 市 議 会 政 務 活 動

費 の 特 例 に 関 す

る条例 

【理由】 

政務活動費を３箇月分減額することに伴

い、制定の必要を認めたもの 

【概要】 

令和２年７月１日から令和２年１２月３

１日までの政務活動費の月額から１００分

の５０に相当する額を減じるもの 

議会事務

局庶務課 

第２０号 伊 勢 崎 市 議 会 議

員 及 び 伊 勢 崎 市

長 の 選 挙 に お け

る 選 挙 公 報 の 発

行 に 関 す る 条 例

の 一 部 を 改 正 す

る条例 

【理由】 

 国会議員の選挙等の執行経費の基準に関

する法律及び公職選挙法の一部を改正する

法律による公職選挙法の一部改正に伴い改

正の必要を認め、併せて条文の整備を図る

もの 

【概要】 

⑴  選挙公報の掲載文について電磁的記録

により提出することを可能とするもの 

⑵  その他条文の整備を図るもの 

選挙課 

第２１号 伊 勢 崎 市 市 税 条

例 の 一 部 を 改 正

する条例 

【理由】 

 わがまち特例に係る課税標準の特例を定

めること及び地方税法等の一部を改正する

法律等による地方税法の一部改正に伴い、

改正の必要を認めたもの 

【概要】 

⑴  延滞金関係 

ア  第２条関係 

（ア） 特例基準割合を延滞金特例基準割 

合に改めるもの 

（イ） 法人住民税の納期限を延長した場 

市民税課 



合の延滞金の加算割合を１パーセン

トから０．５パーセントに改めるも

の 

イ  第３条関係 

引用する項ずれを改めるもの 

⑵  個人市民税関係 

ア  第２条関係 

（ア） 新型コロナウイルス感染拡大の影 

響により中止されたイベント等の入 

場料等の払戻しを請求しなかった場

合に、放棄した金額を寄附金税額控

除の対象とするもの 

（イ） 新型コロナウイルス感染拡大に伴 

い、住宅借入金等特別税額控除につ

いて、１３年の特例適用を１年延長

するもの 

（ウ） 個人住民税の人的非課税措置につ 

いて、寡夫を対象から除き、ひとり 

親を対象に追加するもの 

（エ） 都市計画区域内にある低未利用土 

地等の譲渡について、長期譲渡所得

の特別控除を加えるもの 

（オ） 引用する項ずれを改めるもの 

⑶  法人市民税関係 

ア  第３条関係 

法人税における連結納税制度の廃止

に伴い、規定を整備するもの 

⑷  固定資産税関係 

ア  第１条関係 

（ア） 調査を尽くしても固定資産の所有 



者が不明な場合において、当該固定 

資産の使用者を所有者とみなす規定 

を加えるもの 

（イ） 固定資産の相続登記が完了するま 

での間における現に当該固定資産を

所有している者による申告に係る規

定を定めるもの 

（ウ） 特定水力発電設備に係る課税標準 

の特例を定めるもの 

（エ） 新型コロナウイルス感染症等に係 

る先端設備等に該当する家屋及び構

造物に対する固定資産税の課税標準

の特例を定めるもの 

（オ） 新型コロナウイルス感染症等に係 

る中小事業者等の家屋及び償却資産

に対する固定資産税の課税標準の特

例を定めるもの 

（カ） 引用する項ずれを改めるもの 

イ  第２条関係 

引用する条ずれを改めるもの 

⑸  軽自動車税関係 

ア  第１条関係 

軽 自 動 車 税 の 環 境 性 能 割 の 税 率 を

１％分軽減する特例措置の適用期限を

６月延長し、令和３年３月３１日まで

に取得したものを対象とするもの 

⑹  市たばこ税関係 

ア  第２条関係 

１本当たり０．７グラム未満の葉巻 

たばこの本数の算定について、当該葉



巻たばこ１本をもって紙巻たばこ０．

７本に換算するもの 

イ  第３条関係 

１本当たり１グラム未満の葉巻たば

この本数の算定について、当該葉巻た

ばこ１本をもって紙巻たばこ１本に換

算するもの 

第２２号 伊 勢 崎 市 都 市 計

画 税 条 例 の 一 部

を改正する条例 

【理由】 

 地方税法等の一部を改正する法律による

地方税法の一部改正に伴い、改正の必要を

認めたもの 

【概要】 

引用する条ずれ等を改めるもの 

資産税課 

第２３号 伊 勢 崎 市 手 数 料

条 例 の 一 部 を 改

正する条例 

【理由】 

 省エネ性能について簡易な評価方法を用

いた建築物の認定に係る手数料を徴収する

ことに伴い、改正の必要を認めたもの 

【概要】 

⑴  低炭素建築物新築等計画、建築物エネ

ルギー消費性能向上計画及び建築物エネ

ルギー消費性能基準に適合している旨の

認定について、共同住宅等の共用部分を

含めない評価方法による場合の手数料の

算定方法を条文に加えるもの 

⑵  建築物エネルギー消費性能基準に適合

している旨の認定について、仕様を固定

値とした評価方法による場合の手数料を

条文に加えるもの 

建築指導

課 

第２４号 伊 勢 崎 市 国 民 健

康 保 険 条 例 の 一

【理由】 

 新型コロナウイルス感染症に感染した又

国民健康

保険課 



部 を 改 正 す る 条

例 

は感染の疑いがある被用者に対して傷病手

当金を支給することに伴い、改正の必要を

認めたもの 

【概要】 

国民健康保険被保険者である被用者のう

ち、次の項目に該当する場合に傷病手当金

を支給するもの 

⑴  対象者 国民健康保険の被保険者であ

る被用者で、新型コロナウイルス療養の

ため労務に服することができない者 

⑵  支給期間  労務に服することができな

くなった日から起算して３日を経過した

日 か ら 労 務 に 服 す る こ と が で き な い 期

間。ただし、給与収入の全部又は一部を

受けることができる者に対しては、これ

を受けることができる期間は、傷病手当

金を支給しない。 

⑶  支給額  直近の継続した３月間の給与

収入の合計額を就労日数で除した金額×

２/３×支給期間 

⑷  適用期間  令和２年１月１日から別に

規則で定める日までの間で療養のため労

務に服することが出来ない期間（ただし

入院が継続する場合等は健康保険と同様

最長１年６月まで） 

第２５号 伊 勢 崎 市 国 民 健

康 保 険 税 条 例 の

一 部 を 改 正 す る

条例 

【理由】 

新型コロナウイルス感染症の影響により

収入が著しく減少した被保険者等に係る国

民健康保険税の減免申請書の提出期限の特

例を定めること及び地方税法等の一部を改

国民健康

保険課 



正する法律による地方税法の一部改正に伴

い、改正の必要を認めたもの 

【概要】 

⑴  新型コロナウイルス感染症の影響によ

り収入が著しく減少した被保険者等に係

る国民健康保険税の減免申請書の提出期

限の特例を定めるもの 

⑵  長期譲渡所得に係る国民健康保険税の

課税の特例に低未利用土地等を譲渡した

場合の長期譲渡所得の特別控除を加える

もの 

⑶  短期譲渡所得に係る読替規定を改める

もの 

第２６号 

 

 

伊 勢 崎 市 家 庭 的

保 育 事 業 等 の 設

備 及 び 運 営 に 関

す る 基 準 を 定 め

る 条 例 の 一 部 を

改正する条例 

【理由】 

 家庭的保育事業等の設備及び運営に関す

る基準の一部を改正する省令による家庭的

保育事業等の設備及び運営に関する基準の

一部改正に伴い、改正の必要を認めたもの 

【概要】 

⑴  家庭的保育事業等における保育所等と 

の連携について改めるもの 

⑵  家庭的保育者の条件を改めるもの 

⑶  居宅訪問型保育事業者が提供する保育 

を改めるもの 

こども保

育課 

第２７号 伊 勢 崎 市 特 定 教

育・保育施設及び

特 定 地 域 型 保 育

事 業 の 運 営 に 関

す る 基 準 を 定 め

る 条 例 の 一 部 を

【理由】 

 特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援施設等

の運営に関する基準の一部を改正する内閣

府令による特定教育・保育施設及び特定地

域型保育事業並びに特定子ども・子育て支

こども保

育課 



改正する条例 援施設等の運営に関する基準の一部改正に

伴い改正の必要を認め、併せて条文の整備

を図るもの 

【概要】 

⑴  特定地域型保育事業等における特定教 

育・保育施設等との連携について改める

もの 

⑵  その他条文の整備を図るもの 

第２８号 伊 勢 崎 市 小 口 資

金 融 資 促 進 条 例

の 一 部 を 改 正 す

る条例 

【理由】 

 群馬県小口資金融資促進制度に準じ、改

正の必要を認めたもの 

【概要】 

中小企業者の定義を改めるもの 

商工労働

課 

第２９号 伊 勢 崎 市 水 道 事

業 及 び 下 水 道 事

業 の 設 置 等 に 関

す る 条 例 の 一 部

を改正する条例 

【理由】 

 あずま東部地区農業集落排水処理施設を

廃止することに伴い、改正の必要を認めた

もの 

【概要】 

あずま東部地区農業集落排水処理施設を

削るもの  

上下水道

局総務課 

 


